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２（４）桜島火山噴火総合研究 

 

「桜島火山噴火」総合研究グループリーダー 井口正人  

（京都大学防災研究所） 

 

桜島噴火総合研究グループは，桜島火山におけるマグマ活動発展過程の研究を中核とし

て，ミュオグラフィーなどの新手法を適用しつつ，火山現象を解明し，低頻度大規模現象

の再考も含めた事象分岐論理の構築と火山灰拡散予測研究を行うことにより最終的に火山

災害軽減研究を推進する。 

 

５年間の成果 

１．地震・火山現象の解明のための研究 

（2）低頻度大規模地震・火山現象の解明 

桜島大正噴火の前駆地震の震度から，マグニチュードおよびエネルギーを算出し，前駆

地震全体のエネルギーを1.3×1014Jと推定した。また，噴火開始後ではあるが，最大地震の

桜島地震の震源位置を鹿児島測候所から南南東方向約6 kmの鹿児島市街地沖の極浅部に推

定した。さらに，この地震のメカニズムを検討し，桜島の南西沖5 kmの深さ10 kmの正断層

のメカニズムが最も観測波形と適合することを示した。 

 

（5）火山現象のモデル化 

 近年の桜島の活動を以下にまとめる。 

昭和火口における噴火は2006年6月4日に58年ぶりに発生した。まず，桜島昭和火口噴火

の前兆現象について述べる。1955年から繰り返されていた南岳におけるブルカノ式噴火活

動は2001年以降低下したが，2003年からA型地震が南西部の深さ6-9kmや若尊火山周辺で発

生するようになり，地震活動が高まった。また，2004年10月～2005年2月にかけて，GNSS観

測によって基線長の顕著な伸長が観測された。2006年に入り，昭和火口周辺の噴気活動が

高まるとともに，地表面の温度上昇と熱異常域の拡大が検出された。 

次に，噴火活動の推移について述べる。2006年6月4日に始まった昭和火口における噴火

は約2週間続いて終息した。2007年も5月から約3週間同様な噴火が発生した。2006年と2007

年の噴火はマグマ水蒸気噴火であった。 

2008年2月3日と2月6日に火砕流を伴う噴火が発生し，2008年は7月28日まで噴火が間欠的

に発生した。2008年2月の噴火の前には，昭和火口周辺の噴気活動が活発化し，白煙は約1km

の高度に達した。 

2009年から昭和火口におけるブルカノ式噴火活動が活発化し，噴火活動期は2015年6月頃

まで続いた。この間に噴火活動の消長が見られるが，噴火活動活発化とほぼ期を同じくし

て顕著な地盤の膨張が検出されるという特徴がある（2009年10月～2010年5月，2011年11月

～2012年2月，2015年1月～6月）。マグマ貫入と同時に噴火活動が活発化するのは，開口型

火道へのマグマ貫入の特徴といえよう。 

2015年8月15日には急速な地盤変動と火山性地震の群発現象が発生したが，噴火活動に直

接的に結び付かなかった。先に述べた開口型火道へのマグマ貫入では，等方的な膨張が見
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られるのに対し，2015年8月15日の地盤変動では，北西-南東方向への伸長が卓越すること

から，北東－南西方向に走向をもつ開口割れ目へのマグマの貫入モデルが提示された。 

その後，昭和火口における噴火活動は著しく低下した。2017年4月以降に，噴火発生回数

は持ち直したが，2017年11月以降は，南岳において噴火活動が発生するようになり，昭和

火口の活動は停止した状態にある。 

 

このような活動の下でデータの蓄積が進んだ結果，以下の知見が得られた。 

[1]昭和火口において発生する個々の噴火の約 90%について前駆する山体膨張と噴火に伴

う収縮が観測された。噴火発生に先行する伸長時間，伸長量，伸長量と収縮量の比につい

て統計解析を行ったところ，先行伸長継続時間の頻度，伸長量および伸長速度の頻度，伸

長量と収縮量の比の頻度は対数正規分布を示す。これらのことは，爆発に先行する伸長継

続時間から発生時刻を，また，膨張量から爆発の規模を確率的に予測することが可能であ

ることを意味する。さらに，噴火発生に先行する伸長ひずみは時間の経過とともに減速，

停滞することが多い。この時，BH 型地震（卓越周波数 5Hz）が加速度的に多発する場合が

あるので，この場合は，噴火発生時刻の予測が可能となる。 

[2]GNSS，水準，傾斜・ひずみの複合的地盤変動観測から，昭和火口噴火活動期の地盤変

動は，姶良カルデラ下深さ 10km と北岳下 4km の 2 つの増圧源および南岳下 1km の減圧源

によりモデル化された。姶良カルデラおよび北岳にはマグマは供給され体積が増加したが，

噴火口に近い南岳下では活発な噴火活動を反映して供給量を放出量が上回りマグマの体

積が減少した。 

[3]2009 年～2016 年に，反射法探査を毎年繰り返すことにより，姶良カルデラから桜島へ

のマグマの供給路があるとされる桜島北東部において，2009 年 10 月以降の高温で新鮮な

マグマ貫入によるマグマ溜まりの速度低下と解釈できる地下構造の時間変化を検出した。

人工地震探査に加え，地震波干渉法による地下構造の変化の抽出を試み，波形の相関係数

の変化が捉えられつつある。 

[4]2009 年のマグマ貫入期に先行して同年 4 月～5 月には昭和火口の東 4km にある黒神観

測井の温泉ガス中の二酸化炭素および水素の濃度が急激に増加した。これは，2009 年の

マグマ貫入期に先行する唯一の現象である。また，2009 年 10 月～2010 年 5 月，2015 年 1

月～6 月のマグマ貫入期には，噴出物のガラス中の二酸化ケイ素の組成は低下し，玄武岩

マグマの関与が指摘されている。火山灰に付着する塩素イオンと硫酸イオンの比は 2009

年 10 月以降のマグマ貫入期に対応して増加した。 

 

２．地 震 ・火 山噴 火の予 測 のため の研 究 

（ 4）事象系 統 樹の高度 化 による 火 山噴火予 測 

先に述べた昭和火口の噴火活動期において得られた知見に，1914 年大正噴火，1946 年

昭和噴火，1955 年～2005 年の南岳山頂噴火に関する考察を加えることにより，桜島火山

へのマグマの貫入速度を分岐条件とする経験的な噴火事象分岐論理を構築した（図 1）。

南岳を中心とする既存火道系へマグマが貫入する場合は，ブルカノ式噴火（ 1-8×105m3/

日）＞連続火山灰放出（～1×105m3/日）＞ストロンボリ式（0.2-2×105m3/日）噴火の順に

マグマの貫入速度が大きい。昭和火口のブルカノ式噴火はこれらよりもさらに小さく
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104m3/日のオーダーに過ぎない。ただし，溶岩噴泉のような噴火に至る前は，105m3/日の

オーダーに達し，さらに昭和噴火のような 2 億 m3 級溶岩流出では，106m3/日のオーダーと

推定される。一方，新規火道を形成する場合，106m3/日級のマグマ貫入では，噴火は発生

していない（2015 年 8 月 15 日マグマ貫入イベント）が，プリニー式噴火から始まる山腹

噴火である大正噴火では，マグマの貫入速度が 2×108m3/日と推定された。地盤変動がほ

とんど検出できていない場合（2006 年，2007 年昭和火口噴火）は，温度上昇，噴気量の

増加などが指標として考えられる。この場合の噴火様式は，水蒸気噴火もしくはマグマ水

蒸気噴火である。 

 

３．地 震 ・火 山噴 火の災 害 誘因予 測の ための 研 究 

（ 4）地震 ・火山噴火の 災 害誘因 の 即時予測 手 法の高 度 化 

降下火山灰の即時予測手法として以下の成果が得られた。[1] 桜島の火口を取り巻くよ

うに設置された 13 台のディスドロメータによって降下火山灰量及び密度がリアルタイム

で把握できるようになった。[2]X バンド MP レーダーによって，霧島新燃岳，桜島，口永

良部島，諏訪之瀬島の噴火に伴う噴煙の高度等の外形情報，噴煙柱形成，移流・拡散過程

が把握できた。特に，冠雲によって噴煙が目視できない時でも，レーダーにより噴煙を可

視化できるので，悪天候時における有効性が示されたといえる。光を使用するライダー観

測は極めて希薄な噴煙も捕捉できるところに特徴がある。静穏時でも微小な火山灰粒子を

含む白煙が放出されていることが確認され，偏光解消度から粒子の形状が推測可能である

ことが示された。火山噴火の噴煙を GNSS 衛星からの電波が通過する際に，搬送位相遅延

量と SNR に顕著な変化があることが桜島，阿蘇山の噴火で検出され，衛星と受信機を結ぶ

異常伝搬経路の交線から噴煙高度が推定された。[3] X バンド MP レーダーによって観測

された桜島噴火の噴煙の反射強度の空間分布を地上降灰量分布と対比することにより，レ

ーダー反射強度から地上降灰量を求める経験式が得られた。[4]PUFF モデルを用いたシミ

ュレーションによって得られる降下火山灰予測量と観測データを対比して，良好な結果が

得られた。[5]噴火に伴う地震動振幅と地盤変動の線形結合から火山灰放出率と噴煙高度

を決定し，それを入力条件とする火山灰拡散予測シミュレーションを実装した（図２）。 

 

（ 5）地震 ・ 火山 噴火の 災 害軽減 の ための情 報 の高度 化 

噴火活動が激化している桜島において，火山噴火予知研究成果をレビューするセミナー

を開催するとともに，噴火事象系統図にリストアップされる桜島の噴火の規模と様式につ

いて，前駆活動及び火山噴火推移の事象の発現に沿った避難計画策定の可能性について検

討した。前兆事象と噴火規模・様式との対応は上記２．（４）に述べたとおりである。こ

れまでの観測研究から，姶良カルデラにおけるマグマの蓄積量は，最近 10 年間で 1914 年

の大正噴火のマグマ量に匹敵する量に達していることが明らかとなっている。したがって，

防災対策を要する噴火規模としては，まず，大正噴火級を想定した。大正 3 年の噴火に前

駆する活動では火山性地震のエネルギー積算量が 1014J に達するなど，顕著な違いが見ら

れるので，地震エネルギー積算量は前兆事象と噴火規模・様式との対応において判断条件

となる。大正噴火前の住民の証言から噴火に至る前駆過程を考察し，それに基づいたシナ

リオに沿って自治体の机上防災訓練が行われた。 
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本研究課題においては，現在の避難計画でも 1914 年大正噴火級で避難が必須とされる

桜島島内よりもさらに広域における大量降灰からの避難について 5 年間かけて検討した。

まず，対象区域において広域避難を実施する場合の対象人口及び避難に要する時間を算出

した。その後，住民の避難意向アンケートを実施し，避難する住民の人口を限定したうえ

で，シミュレーションを行い。長距離避難の意向を持つ 20%の住民が避難するのに要する

時間は約 5 時間という結果を得た。一方，大量降灰を想定した避難の場合，影響を受ける

区域とその人口は気象条件に大きく依存する。最近の長期間の気象条件を考慮したシミュ

レーションを行い，夏季において対象人口が大きく増加する結果を得た。 

さらに，噴火災害時における早期復旧計画についても検討した。2011 年霧島新燃岳噴

火について，降灰量と道路の通行規制の有無の関係を機能的フラジリティ曲線で近似し，

降灰量に対する通行規制の確率分布を求めた。これを用いて，噴火による交通量の初期低

下率を把握することが可能となる。さらに，道路の清掃時間，交通量，交通量の低下率の

積をすべての道路について足し合わせたものを目的関数として，最適な交通ネットワーク

の復旧分析を行った。ここで得られた機能的フラジリティ曲線は他の火山にも応用可能で

あり，噴火発生前のハザード評価に活用できる。 

 

平成30年度の成果 

今年度の成果として特筆すべきものとして以下の事項があげられる。①火砕流の発生は，

地盤変動の収縮期（マグマからの脱ガスが進行した一連の活動期の後半）に多いことが指

摘できた。②2015年8月15日の開口割れ目へのマグマ貫入に伴う火山性地震について，震源

域の深部への延伸と開口割れ目の開口方向に整合的なメカニズム解が得られた。③Xバンド

MPレーダーによる観測により，口永良部島などの噴煙観測事例が充実してきた。④大規模

噴火を想定した際の要避難人口の既設依存性が指摘できた。 

 

これまでの課題と今後の展望 

姶良カルデラでの地盤の隆起は依然として続いており，今後10～20年で，1914年噴火時

に沈降した地盤は噴火直前の状態に回復すると予想される。噴火ポテンシャルとしてはす

でにVEI5級の噴火の発生が指摘できるので，大規模噴火の直前の変化を捉えることが最も

重要である。1914年噴火の前には，南九州における地震活動が活発化したとされており，

噴火が近づくにつれ，異常現象が把握される範囲が局在化し，強度を増した。姶良カルデ

ラから50㎞程度の範囲の下部地殻・上部マントルの深さまでの地震活動の推移の検討や，

桜島北東部および南西部における詳細な地盤変動の観測が必要である。 

平成26年から30年までの計画においては，桜島で発生している昭和火口の噴火を念頭に，

降下火山灰の影響の即時予測を行ってきた。今後，発生する噴火の規模をVEI4または5級に

設定するのであれば，多様な災害形態を考慮しておく必要がある。代表的なものに火砕流

と溶岩流があげられる。火砕流の発生予測についても現計画でも研究を行っているが，ハ

ザードとしては，火砕流の流下範囲の予測に広げていく必要がある。また，噴火が終息し

ても土石流の発生は続くので，土石流の発生予測の研究も必要である。特に，大規模噴火

を想定すれば，土石流の発生域は桜島から周辺30km程度の距離まで広がると思われるので，

これまで土石流の発生が想定されていない地域においても土石流ハザードの評価が必要で
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ある。実際，1914年噴火後には大隅半島の広い範囲で土石流や洪水が頻発している。 

広域避難については，現計画においても取り扱っているが，避難の方法などより高度化

した避難に関する研究が必要である。重要なことはインフラの復旧方法など，レジリエン

スに関する研究である。すでに降灰後の道路啓開など，火山灰除去に関する問題は行政も

注目しており，効率的な火山灰除去順序などを提案していく必要がある。特に，交通網に

おいては，道路だけでなく，鉄路，航空機，海上交通など多岐にわたり，その特性を考慮

した研究が必要である。航空路が影響を受けやすい広域火山灰の拡散については，日本全

土に及ぶ可能性も十分あり，火山災害を特定の地域の問題として片づけるわけにはいかな

いであろう。 

大規模噴火の発生は決して桜島だけの問題ではない。ここでは，住民の避難を必要とす

る規模の噴火と定義しなおしてよい。火山噴火予知計画が開始された1974年以降でも住民

の避難が実施された火山は，十勝岳，有珠山，伊豆大島，三宅島，雲仙岳，桜島，口永良

部があり，決して特殊事例とは言えない。桜島の大規模噴火では火山と都市域の問題があ

げられるが，完全な離島である伊豆大島，三宅島，口永良部島では状況が異なる。最近，

中山間地での避難の例ははないが，今後その必要が生じることは，十分考えられる。地理

的，社会的環境による対策の違いなど幅広い研究をめざす必要がある。 
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図１．マグマ貫入速度と噴火様式，規模との関係（京都大学防災研究所［課題番号：1908］） 

 

図２．桜島南岳において発生した爆発により放出された火山灰の拡散シミュレーション。 

a: 地震動と空気振動から算出された噴出率，b:経験式を用いて噴出率から算出された噴

煙高度，c：降下火山灰量。等高線は，単位面積当たりの降灰量 g/m2 の対数を示す（京

都大学防災研究所［課題番号：1913］）。 


